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電界のO 成分 4.4 
アンテナn(n= 1 ， 2) の電界指向性の
の6 成分(複素数) 2.2 
電界のや成分 4.4 
アンテナn(n=1 ， 2) の電界指向性の
のφ 成分(複素数) 2.2 




アンテナの電力利得指向性のO 成分 2.2 
水平偏波測定用アンテナの
電力利得指向性の6 成分 4.2 
(5) 
ロす戸]一言ロ 説 明 章・節 記号 説 明 章-節
G8(V)CQ) 垂直偏波測定用アンテナの PmV 水平偏波到来波分布の
電力利得指向性のO 成分 4.2 平均伺j角 mv における平均電力 2.3 
Gφ(Q) アンテナの電力利得指向性の争成分 2.2 p rec ある移動区間における平均受信電力 2.2 
Gφ(H)(Q) 水平偏波測定用アンテナの P 
(H) 水平偏波測定用アンテナの平均受信電力rec 4.2 
電力利得指向性のや成分 4.2 prec (t) 供試アンテナの平均受信電力 付録4
Gφ(V)CQ) 垂直偏波測定用アンテナの prec (V) 垂直偏波測定用アンテナの平均受信電力 4.2 
電力利得指向性のφ 成分 4.2 Pv 垂直偏波の平均到来波電力 2.2 
I アンテナ素子上の電流 3.2 Py+PH 全平均到来波電力 2.2 






h 波数( =2口/λ) 2.2 
争成分の角密度関数 2.2 
アンテナ軸上の給電点からの距離 3.2 r 放射方向の単位ベクトル 付録1
円筒スロットアンテナのスロット長 4.4 R12 相互共分散 付録2
Lc 円筒スロットアンテナの円筒長 4.4 r c 円筒内周半径 4.4 
mH 水平偏波到来波分布の平均仰角 2.3 
R 円筒外周半径 4.4 
ηly 垂直偏波到来波分布の平均仰角 2.3 Ry(-r;) 自己相関関数 イ寸録1
P1 ある移動区間における 18偏波の等方性
S 到来波分布の方位標準偏差 付録3
アンテナで受信される平均受信電力 2.2 ts スロット l幅 4.4 
P2 ある移動区間における iφ偏波の等方性
u 移動速度ベクトル 付録1
アンテナで受信される平均受信電力 2.2 V(t) 受信電圧( e刊t の項を除いた複素電圧) 付録1
PH ある移動区間における水平偏波の
x 二つのアンテナにおける到来波の位相差 2.2 
平均到来波電力 2.2 XPR 平均交差偏波電力比( =PylPH) 2.2 
PmI-I 水平偏波到来波分布の
XPR 平均交差偏波電力比の測定値meas. 4.2 
平均仰角 mH における平均電力 2.3 Zo 負荷インピーダンス 7.2 
(6) (7) 
記号 説
日刀? ? 章・節 主要略号表































































同 上 3.2 
π 
(Cross-polarization Discrimination) 1.1 
XPOL 交差偏波結合度
(Cross-polarization Coupling) 2.2 
p e 
XPR 平均交差偏波電力比
(Cross-polarization Power Ratio) 2.2 



























































































-一一一一 Resultant signal envelope of two-branch selection diversity 
-Received signal envelope of diversity branch 1 






















































交差偏波成分を含めた伝搬モデルを仮定した検討もあるが、結果的に到(30)-(32)。アンテナダイパーシチは比較的ナダイパーシチ受信を採用している (2) ，(1 0) ，(1 1) 。
来波特性を含まない評価式が導かれており、到来波特性との関係は論じられてい簡易な構成で効果が高く、携帯無線機におけるフェージング対策技術として重要
















































Effective Gain :以下これを:MEG と略す)の定義を明確にし、更に伝搬路の交差偏
波特性を到来波の垂直偏波成分と水平偏波成分との平均電力比として表現する交差






































































































Y. S. Yeh による移動体アンテナの平均受信電力の理論(6 ， p.133)があるが、移動体











ノ て ーシチの相関係数に対す る伝搬特性変動の影響やア ンテナ系自体の偏波特性や
指向性変動の影響等は明らかで はな し、。









/ Multipath Environment 
Ptotal = Pv + PH 
Prec 
~Pν 久 くら〉
Receiving Mobile Antenna 









コース上でのアンテナのMEG を Ge とすると、 Prec は到来波の全平均到来波電力





G = 一一一一一e p__+p v . -H 
(2.1) 
と定義される。また、平均到来波電力比PVIPH は平均交差偏波電力比(Cross­







XPRは、送信偏波が水平偏波のとき交差偏波結合度( Cross-polarization coupling : 














P rec = f {日 (ωPe恥 (2.3) 
但し、 Q は移動体アンテナを座標原点とする球面座標系(図2.2) における座標点
(8 ， φ) を表し
1 ル[I: sn9d帥 (2.4) 
である o P1 は i8偏波の等方性アンテナで受信される平均受信電力であり、同様に
P2は iゃ偏波の等方性アンテナでの平均受信電力である。また、 G8(Q) ， Gφ(Q) はそ




f {Ge (Q) + Gφ(Q) }ル 4π (2.5) 




び水平偏波等方性アンテナの平均受信電力であり、 XPR はP1/ P2 なる比に等し
い。よって、式(2.3) により与えられるアンテナの平均受信電力 Prec およびXPR
の定義式を用いることにより、式(2.1) により定義される MEGの理論式は結局次式
のように書き改めることができる。
GJNSEGo(Q)Po(Q)+ 計百九(川叶 dQ (2.7) 




(2.8) P e(8 ，中)= sin8 
および





Ge = GO(OS ， φs ) (2.10) 
式(2.10)の結果は、到来波が(8s，争s)方向に集中して い る と き のMEG は (8 s ， φs)方 向
のアンテナの指向性利得(アンテナに損失が無い場合)に等し い ことを 意味するも
のである。すなわち、様々な伝搬環境において到来波の特性を統計的な分布関数




面座標系(図2.2) を考える。従来の文献(30) ， (31) ， (37) と同様に、移動体アンテナが多
重伝搬路内をランダムに走行すると仮定し、そのときアンテナに入射する到来波
電界の振l幅および位相が空間的に独立かつランダムに変化するものと仮定する。
また 8， φ 方向偏波間の相関もないものと仮定する。このとき、図2.3 に示す距離d
だけ離れた二つのアンテナの受信電圧に対する相関係数Peは、アンテナおよび到
来波電界の8，今方向成分を考慮するとき式(2.11) により与えられる(付録2)0
if {XPR .Ee1 (Q) Ee;(Q) 九(Q)
e -f {XPR. Ee 1 (Q) Ee: (Q) 九 (Q)+E<Þ l(叫戸)Pφ(Q)1 dQ 
+Eφ1(Q)EJQ)Pφ(Q) 1 . e -jladQ [2 
(2.11) 
* 










Pe(Q) , Pφ(Q) は到来波のO成分ならびにφ成分に対する角密度関数であり、式(2.6)
を満足する。 Een， Eφn はそれぞれアンテナ n (n=l , 2)の電界指向性の8， φ 成分(い
ずれも複素数)、 x は二つのアンテナにおける到来波の位相差、 h は波数である。
図2.3に示すように、ダイパーシチアンテナ系がYZ面内にあって各アンテナ素子









































x x Scattering Objects 
図2.4 散乱リングモデル
Average Position of 
/ Scattering Objects 
Mobile Antenna 
の仰角は 160 より幾分大きく 390 よりも小さいと報告している。 Yeh(6， p.149) は到来
波の仰角は 110以上390以下であると報告している。渡辺ら (45) は 6素子のコリニア
ダイポールアレイを用いた873MHz帯での実験により、到来波の仰角は00から 300






るいは正弦関数とする 3次元的モデルを用いている。 Vaughan(42) は、角密度関数







Average Height of 
Scattering Objects 
-乙ﾗ Average Power Distribution of VP Wave 
Transmitting Antenna 











x 、、k 、、 千
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トトー(27v)il (0 壬 O 壬 π) (2.12) 
! ドー(;-mH)r 1 (0 三五 8 ~三 π) (2.13) 





8=π/2-mv ， 8=π/2-mH における各偏波成分の平均電力強度がそれぞれPmV' 
PmH であるとすると、
P ..=P..A mV A 1 --9 




P.. P. P" A v ~ 1 -mV φ 
XPR = ー=ー=一一一. -ｭ




























において、測定車上の反射鏡アンテナをー 100 ， OO(水平方向)， 200, 450の 4つの仰角
方向に向けてアジマス方向に3600回転させ、各仰角面毎の受信電力パタンを垂直・
-23 -
水平両偏波に対して測定した o 但し、 _100の仰角での測定値には i~1j定車の金属ボ
ディの影響が含まれる可能性があることを記すものである。






(a) 垂直面内パタン， (b) 水平面内パタン
(B) 実験結果と考察

















































































8 X 10-10 mW 日目F 2xl0-lomW 40 X 10-10 mW 包囲土 8xl0-10mW /[ご\
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。 EL = 200 
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。 EL = 450 
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の平均電力ノ〈タン. (a) 垂直偏波成分， (b) 水平偏波成分
(8EL :測定ビームの仰角，一一測定ノf タン， ----平均レベル)
図2.11 兜町コースにおける全測定地点にわたるアジマス方向の
平均電力パタン. (a) 垂直偏波成分， (b) 水平偏波成分
(8EL :測定ビームの仰角，一一測定パタン， ----平均レベル)
-28 - -29 -
測定コー スの到来波分布ノ〈ラ メー タ
平均仰角 標準備差 平均仰角 標準偏差
平均交差偏j皮
測定 電力比
コー ス mv 
。V mn OII XPR 
(deg) (deg) (deg) (deg) (dB) 
ノ\形田T 5.1 
コース 19 20 32 
64 
兜町 6.8 

























00 V-pol. ~ meロsured
・・ H-pol. J 
H-pol 
P2m=0_6x 10-10mW 
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Plm= 17_8x 10 - 1 日 mW
mv = 200 , Ov = 420 
00 v-凶\. ~ measu削












/ 円hいm=2斗2 . 9山山…似刊川×川川1叩0:\
mH=5Oゲ。， OH = 900 
これらの値レベルはそれぞれ3.9X 10- 10mW および 0.6X 10- 10mWであるから、










-40 XPOL= -4dB- ー 9dBであると報告さ れている。度(XPOL)の測定結果(36)では、60 40 
Elevation Angle (deg) 
20 。-20 
この j.QIJ 定結XPRはXPOLの逆数に等しいから、送信偏波が垂直偏波である場合、















































































(ー λ/4 ~玉 l;五入 /4)1=1。∞5kl























n ∞S2( :~) 
Ge = 1.641 (∞s8 ∞sφsina -5in8 ∞剖)'".内 2(l-~"') 
λは波長である。ただし、
Gやは










ﾗ X X 
ただし、となる。








半波長ダイポールアンテナの傾き角Gがそれぞれ00， 300 , 600 , 900のとき の立体





























1 + XPR 1 ー/ '¥ 











XPR 1(1+XPR)が1 となり、 MEGはXPRに依存しない。 しかし到来波が垂直・水












存性を図3.4 に示す。 σv=ooのとき、 MEGは電波の到来方向に対応する指向性利
得に等しいo mV=Oo ， σv=ooの場合、すなわち水平面内にのみ電波が集中して 到
来する場合には、 MEGはダイポールアンテナの指向性利得(2.15dBi) に等しい o
これは電波の到来方向が最大利得の方向に一致するためである。また、到来波分













。つ」 30 60 90 

















到来波は垂直方向にある程度広がりをもった分布である (6 ， p.149) , 信環境では、











Dev i ationσv， σH (deg) Standard 
ることに充分な配慮が必要となろう。
水平設置半波長ダイポールアンテナのMEG特性




これは式(2-4) ， (2-5) , (2-6) から導くことができる。には1/2(-3dBi )に等しし、。
RFM1.去を用いてアンテナの能率測定従ってこのような伝搬環境を実現できれば、
水平設この場合、Ge(π/2 ， φ)=0 より水平偏波指向性のみがMEGに寄与する。は、この種のアンテナ能率測定法の検討(46) がなされているが可能となる。近年、
ダイポールアンテナの t旨向性利得置時のダイポールアンテナのMEG は、が、本解析結果により実現すべき測定環境の特性が明らかとなった。
弓静




(3.6) (-3.5 dB) 




















m. ,= m.-.=Ooσ=σ としている 0. ， =σ 一 00 (水平面ド到来波が集中)の場合にV':_TrLH-V , uV-uH C_ v . . . '01 0 vV-uHー』
-38-
ここでは、MEG特性の計算例を図3.5 に示す。
図3.3の破線に示すように、 XPRが大きくなるに従い、 MEGは係数1I( 1 +XPR ) 
に比例してさらに劣化する o 図3.5 において、 XPR= -50dB (XPR =0)に対する
実線は到来波がほとんど水平偏波のみとなる特殊ケースに対する MEG特性を表し
ている o すなわちこの実線はまた水平設置ダイポールアンテナの水平偏波電力利
得指向性のみに依存するMEG特性を表している。 Pゃ =1/4π のとき、すなわち水
平偏波到来波が全方向から一様に到来する場合、水平(扇波電力利得指向性による









仰角my ， mII に対する利得変動である o 図3.6 は水平偏波電力利得指向性による
:MEG の m[J に対する変動特性を示したものである oσvニ OH=OOの場合をみる
と、平均仰角mvが00 よりも増加するほど、 MEGは-1.35dBiから徐々に上昇し、
天頂方向での水平ダイポールの指向性利得に近づいてゆく。 8=00 方向の8 ， φ成分
の電力利得指向性は振幅が等しく位相が900異なるだけであるから、水平{扇波放射
パタンの指向性利得は 1.641/2 (ー 0.85dBi) に等しい。このことは、水平偏波放射
パタンによる:MEG変動が0.5dB以下と比較的小さいことを示している。ところ
が、図3.7に示すように、垂直偏波放射パタンによる MEG変動は決して小さくは
ない o 図3.7 において、破線は my=OOのときのMEG特性を示しており、実線は
mv=200の場合の特性である。到来波が水平方向に集中する場合には、 XY面内に
おいてGe=OであるためMEGには垂直偏波による寄与はない。しかし、到来波
















































。 30 60 90 
























































メータ (XPR ， my , mH , Oy, oH) に対するA点でのMEG変動は0.2dB以下である o
この特性を利用すれば、
垂直・水平各偏波成分の放射電力が等しい場合に相当している。
0.6 垂直・水平両偏波の到来波電力和 PV+PH を測定するこ
， α y c • .20.4 ro てコ何庄
ダイポールアンテナを 550傾けて測定した平均受信電力すなわち、とカfできる。
を 2倍した値が、測定環境における平均到来波電力和 PV+PH に等しし )0 従って、
京、チ G中 (n)dn0.2 伝搬条件に強く影響される垂直設置ダイポールアンテナの平均受信電力レベルを
上記受信レベルを:MEG測定の基準信号レベ基準レベルとして用いるかわりに、
90 60 30 
。
。ルとして利用できる。












。 ν== OH 
30 60 90 
解析結果の妥当性を確認するため、東京都内中央区におい て 900MHz帯の電波を
用いたMEG特性測定実験を実施した。実験は第2章におい て到来波分布の測定を







するため、ダイポールアンテナの傾斜方位が測定車の進行方向に対して 00 ， 900, 
+ 45 0 , _450 の4方向の場合についてダイポールアンテナを鉛直方向から傾け




































ア ン テナ レ ベルの 基準信号
傾斜面の レ ベル 平均値 レ ベ ル
方位角 (dBpV) (dBドV) (dBドV)
。。 35.0 
人形町 900 34.6 35.0 38.0 
コ ー ス +450 35.3 
_450 35.3 
00 33.5 
兜町 900 35.2 33.5 36.5 
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(a) 人形町コース， (b) 兜町コ ー ス
図3.11 に正規化した測定値および半波長ダイポールアンテナに対する:MEGの
理論曲線を示す。実線は実験的に求めた表3.1のパラメータを用いて計算した理論






































































































PH とするとき、これら二つの平均受信電力比 PyIP]{ として式(2.2)で与えられて
いる。さて、 V偏波測定用アンテナの電力利得指向性を Ge(V)(Q) ， G<þ(Y)(Q) とし、 H
偏波測定用アンテナの電力利得指向性を Ge(H)(Q) ， G中川)(Q) とする。またこれらア
ンテナで測定される平均受信電力をそれぞれPreefVj ， Preefffj とすれば、 XPR測定値














式(4.1) はXPRmeas . を一般的に表現したものであり、その測定誤差はXPRmeω/
XPR 比により与えられる。式(4.1)から明かなように、式(4.1)右辺の分数項が1 と
なるようなアンテナ系を用いることが理想的である。測定用アンテナがV， H各偏
波に対して理想的な等方性アンテナ(電力利得指向性がGe(VJ(Q)= 1, G<?V)(Q) = 0 お





アンテナでの測定誤差は到来波角密度関数Pe(Q) ， Pφ(Q) およびXPRに依存して変
動するものとなる。従って次善の対処方法としてはXPRmeas/ XPR 比がPs(Q) ，
-53-




前節に示した理論式を用いてXPRの測定誤差を評価する場合、 V， H 各偏波に対
する到来波角密度関数を与えることが必要となる。本章においても、第2章にお
いて導入したアジマス方向に一様分布し仰角方向にガウス分布する統計モデル(式
(2.12) , (2.13) )を適用して解析を行う。
一方、従来用いられているXPRの測定方法としては、クロスダイポールアン








(a) 垂直偏波iß.IJ 定用， (b) 水平偏波測定用
4.3.1 Xダイポール法
Gf=0 (4.4) 
X ダイポール法では、 V， H各偏波成分をそれぞれ垂直・水平方向に置いた半波長
ダイポールアンテナにより測定する(図4.1)0 図4.1 に示す座標系において、半波
長ダイポールアンテナの損失が無視できるものとし、アンテナ上の電流分布が









































この誤差は水平ダイポールの水実際のXPR より 3.5dB高く評価するこ ととなる。
平偏波指向性が8の字指向性であることによるもので、式(4.6) で8=π/2 を代入し水平ダイポールは式(4.5) の Gs成分をり垂直ダイポールはGφ成分をもたないが、
た関数を水平面内で積分することにより、式(4.8)のように計算できる。X ダイポール法の i~IJ定誤差は式(4.7)で表されるもの となる。式(4.7)有するため、
である。係数1.641 は半波長ダイポールアンテナの指向性利得を示す。式(4.4)よ
(4.8) 
1 r 加邸2(i ∞吟)
I ~~ dφ=0 .4 5 (ー 3.5dB)
2πJ 0 sin .lφ 




(4.7) XPR meos. 
m ーいPR 九(Q)GjH)(Q)叩げ(印}dQ
い。(Q)G~町 (Q) dQ 
3.5dB低い値をXPRと評価することによって正しい il1lJ定・評価が可能である。
上記と同
様の補正を行って多重波環境での交差偏波結合度(Cross polarization coupling ; 
D.C.Cox らは、到来波が水平面内に集中しているとの仮定のもとに、
図4.2に到来波の平均仰角が水平方向に一致する場合の測定誤差特性の計算例を XPOLは送信偏波成分に対する交差偏波成分比で定義さXPOL) を測定した(35) 。誤差は3.5dB となり、示す。到来波が水平面内に集中(OV=OH=O)する場合には、 Lは送信偏波がH偏波のとき XPOれ、伝搬路の交差偏波成分生起量を表している。
XPRに等しく、送信偏波がV偏波の場合にはXPOLの逆数がXPRに等しくなる o
ここではそれを受信仰jD.C.Cox らは測定用アンテナを送信側に用いているが、




これに 3dB を加えることにより 8のたものを水平ダイポールでの測定値とする。
水平ダイポール字指向性による平均受信電力の低下を補正する。 3dB なる値は、
の水平面内電力利得指向性を sin2φ と考えていることによるもので、式(4.8)の被積













90 60 30 
-4 
0 Cox ちの論しかし、100以内であれば0.5dB以下の誤差で測定できることとなる。















/-Error free level i n [35] 










3Zfath 、人 d/ ;コロ;ung
ーヱ~~命・ 4一一 1)1 
パノ \.J'卜" I 
-4 
0 30 60 90 
5tandard Deviation av (deg) 
(b) End-on measurement 
図4.4 X ダイポール法の測定誤差(mv， mH>Oo, 














ターンスタイル法(49) は、 X ダイポール法における水平偏波成分の測定にター
ンスタイルアンテナを用いるものであり、水平面内8の字指向性の影響を軽減で
きる方法である o ターンスタイルアンテナの座標系を図4.5 に示す。アンテナ素
子および900位相器の損失を無視し、アンテナ上の電流分布が 1= Iocoskl (k = 2π/λ， 
ー λ/4< l~玉 λ14)で与えられるものとすると、ターンスタイルアンテナの電力不IJ得
指向性は次式で表される。
1.641 n r n ∞S2(πυ2) ?∞S2(nt/2) 1 














Gゃ pattern G8 pattern 
図4.5 ターンスタイルアンテナと座標系
図4.6 ターンスタイルアンテナの電力利得指向性
.. • 1.641 r n ∞S2(成/2) .., 0OS2(成 /2) 1 
G _~t1} = 一一一 I sin.l.中 :-::-+cosφ ;-;-;-I 
φ2 l - (1 _ (l):l (1 -~つ... J 
(4.10) ナによる平均受信電力の測定とそれらの平均値を求める操作を行った結果に等し
いことを示すものであり、ターンスタイル法の誤差特性はXダイポール法の誤差
特性と結果的に全く同じものとなる o すなわち、ターンスタイル法の iRIJ定確度に
はXダイポール法と同様の問題があると言える。
但し，
~ = sin8 ∞坤. ~ = -sin8sinφ 











プアンテナを用いる方法がある。 W.C. Y. Lee (36) ちは半波長ダイポールアンテ
ナと直径2インチ (5cm)のループアンテナとを用い、 836MHz において交差偏波結





kb = 0.44 




















???ra。一­? ??V<kb =0.2 
Ge pattern Gゅ pattern
ﾗ 








Standard Deviation OV , O[{ (deg) 
-2 
0 ループアンテナの電力利得指向性
















kb = 0.1 ， 0.05 の場合はそkb=0 .44, 0.2の場合それぞれー2dB ， -8dB であり、と、














Standard Deviation ov (deg) 差を検討した。
図4.8 に到来波の平均仰角が水平方向に一致する場合の測定誤差特性の計算例
ループアンテナ法の測定誤差



















その電力利得指向性はkRc ~1 (k は波数，Rcは円筒半径)の場合に式(4.11) で与えら


































2Rc = O.083ﾀ 
ls = O.583ﾀ 



















































.. ..._... . 
. 
一 .. . . ..




2Rc 0.05λ 中心周波数 1.52 GHz 
2rc 0.045λ 比帯域
(VSWR壬 2.0) 0.8% 
構造寸法 ts 0.003λ 最大利得 -2.0 dBd 




比誘電率 εr =2.55 (Ee)成分 -21dB以下放射レベル
XPR 
. ............... . .. . . . . ...-6.. . . ト I X 
円筒スロットアンテナの垂直偏波成分放射が充分に低レベルにし得ることか
ら、本測定法に対する XPR測定誤差を式(4.12)で評価する。
い。m)G~ V) (Q) dQ 
1 九州11) (Q) dQ 
-68ー
'. 































るものの、報告例(36)では測定誤差がまだ大きいためより微小寸法のループアン90 60 30 ? ?『Jι
しかし、微小ループアンテナを実際にテナを用いるべきことを明らかにした。Standard Deviation oy , oH (deg) 
その動作利得を十分に高くとることが困難である。本論文では、製作する場合、
円筒ス交差偏波特性が良好でかつ動作利得の高いH偏波測定用アンテナとして、円筒スロットアンテナ法の測定誤差









た測定方法は、従来法における大きな誤差要因を改善できるものであるが、提案mJ-I = 300 my=20。
ピLX\
.ZωEZιx
方法によっても全ての環境に対して万能ではないことに留意しなければならな90 60 30 ? ?
「Jι


























































る ( m V = mH = 00 )0 従って、到来波分布は垂直，水平(以下V， H と略す)各偏波成分
分布の標準偏差。V， UH と平均交差偏波電力比(XPR)(54) の計3個のパラメ ータ (以
下、到来波分布パラメータと言う)により表現される。
Average Power 
m ,,= m" = 00 V-'''H
_ 900 。。

































5.2dB であったとすると、図中O及び・印で示される MEG差が 5.2dB であるこ













0 30 60 90 





















-100 30 60 90 
5tandard Deviation Ov (deg) 
図5.4 水平ダイポールアンテナのMEG特性
-76- -77-
XPR = 3dB 
Oν =OH 




の.MEG特性は図5.3においてXPRの符号を入れ替え、かつoy を O[i と読み換えた
特性となる。また、水平方向に置かれた円筒スロット アンテナのMEG特性は図
5.4においてXPRの符号を入れ替え、横軸のoy を O[i と読み換えた特性 となる。
図5.6 はXPR測定値が3dBのときの円筒スロットアンテナのMEG特性であり、鉛
直・水平方向での平均受信電力の差(すなわちMEGの差)が図中に示すよ うに ー 0.9
dB であるとき、標準偏差σH は300 と求められる。受信電力差の負号は水平設置時













0 30 60 90 






XPR = 3dB 
oν ニ OH
30 60 90 
実験は一般のオフィスピル内(実験環境A)およびATR光電波通信研究所内の実験












(一∞℃) 。 Horizontally oriented 
slotted 仁ylinder antennas 
-2 


















Measurement circle (R = 1.5m ) 




















Measurement circle (R;:;1.5m) 
1 
〔「_j_




定し、水平方向に置かれたアンテナの方位は円軌道の接線方向に対・ して 00 ， 900 ，







































。 5.1 14.6 26.1 
30 2.1 16.9 12.9 
45 0.4 21.5 12.2 
60 -1.7 23.4 19.6 






( T XPR 
(deg) (dB) 
(deg) (deg) 
。 1.6 28.2 69.6 
30 0.9 18.7 37.4 
45 -2.4 13.3 47.6 
60 -5.5 14.9 33.8 




































































Gφ Ge G~ ， 
(a)α=0。
Z 
Y Y Y Y 
X X 
Gゃ Ga 
(b) a = 30。
Z Z Z 
Y /下 --、イ /r ---y /1 Y 
X 
Gφ Ge Gφ 
(c)a=450 
ア i Z 
Y Y Y Y 
ﾗ X X 
Go Gφ 
(d) a = 600 
図6.2 クロスダイポールアンテナの電力利得指向性
-87 ー
XPR = 9dB 















1.0 従 って 式垂直ダ イポ ールアン テ ナ はO 成分の放射指向性 の みをもち、つ が、









Inclination Angle α 
。






XPR がOdB よりもかなり大きな環境下図6.3 に示すように、その結果、6.2(c))。
では、到来波分布が水平面に集中するほど相関係数が増加し、到来波分布が仰角方
XPR = 9dB 
1.0 また図6.4 に示すように、到来波の O成分向に広がるほど相関係数が減少する。
mv=mH=200 
av= OH = 100 
300 
1200 







(V) 偏波の主要到来仰角 mv が水平方向から離れるに従い相関係数は減少する。














































成分の指向性はXZ面内で傾斜するダイポールアンテナ素子(図6.2の素子#1) の 8 ，
φ 成分の電力利得指向性とそれぞれ空間的に直交する。すなわち互いのアンテナ
プランチの複素指向性の重なりがほとんど無いものとなる。一般に、複素指向性













α=450のダイパーシチブランチの相関係数を示している。 8，<Þ t扇波成分(V ， H偏
波)の到来波分布の平均仰角は共に 00 としている。横軸は 8， φ各{扇波成分(V， H偏波)
1200 
0.0 
o 16 30 45 
Incl?ation Angleα(deg) 
図6.5 クロスダイポールアンテナの相関係数























o 15 30 45 
Inclination Angle α(deg) 
図6.6 クロスダイポールアンテナの相関係数












Ge pattern Gφpattern 
Y軸上のダイポールアンテナの電力利得指向性
-92-





































































とんど一定となることがわかる。 これは、 例l角方向に対する φ成分指向性の変化
が小さいこと(図6. 2(c)のGφ指向性)に対応する。 また、 。成分(V)侃波分布の標準偏
差。v に対しては、 。v が大きいほど相関が1~ くなる。 これは、 σv が大きいほど図
6.2 に示すような6成分指向性の空間的直交性が顕著に現れることに対応する。
XPRが低くなるに従い相関が低くなり、 XPR= -1.5dBのとき到来波分布の標準







(XPR = -1.5dB, my = mH =40
0
) 
現される。到来波分布を全方向一様なランダムモデルとした場合、即ち Oy =OH 
=∞の場合には、図6.6に示すようにXPR=OdBのときこの低相関特性が得られ
る。しかし、実際の伝搬環境での到来波分布は仰角方向に偏りをもつことが報告
されており (38) ， (45) , (61)、従ってXPR= -1.5 dB なる値はより現実的な条件を与え
るものと言える。この条件で得られる低相関特性は到来波分布の平均仰角の変動




















位(図6.1 のX軸方向)を移動実験車の進行方向に対してそれぞれ00 ， 900 ， +450 , _450 






示す。理論値は測定コース(人形町コース)における XPR値並びに到来波分布ノ f ラ
メータ my， mH, Oy' OH (表2.1) を用いて言「算した。 O ， X ， ム ， 口はア ンテナ方位を





ct: x x x 90
0 ~ measured 
A A A + 45。
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実験環境Aにおいて、送信アンテナの傾斜角。T を OO(V偏波送信)， 450 ， 600 ， 900(H
偏波送信)とした場合の偏波ダイバーシチの相関特性を図6.12 に示す。横軸はいず
れも図6.1 に示すクロスダイポールアンテナの傾斜角αである。図中0 ， X ， ム ，口
は測定円周コースの接線方向に対してアンテナ傾斜面の方位(X軸方向)をそれぞれ
00 , 900 , 450 , _450 方向に向けた場合の測定値、・はそれら四方位に対する平均値
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傾斜角αが 00 のときの相関係数は伝搬路条件に関わらずおおむねOであり、 αが450
のときの相関係数は0Tの増加 (XPRの減少)に伴って低下し、 0T=600 (XPR = -







斜角Gが 00 のときの相関係数は、 f云搬路条件に関わらずおおむねO となってお
り、 αが450のときの相関係数は0Tの増加 (XPRの減少)に伴って低下し、 0T=450
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θT = 900 
-0.2 o 15 30 45 
Inclination Angleα(deg) 
合致している。



















qニ 00 α =450 
理論値 測定値 理論値 iUIJ定値
-0.018 0.11 0.163 
-0.032 0.11 0.133 
0.0 0.020 0.0 0.067 
-0.027 0.11 0.129 




































































Eφn= 川1-42;ej&) (7.2) 
Zl1はアンテナの自己インピーダンス、 Zoはアンテナの負荷インピーダンスであ
る o eikxはアンテナ間距離による位相を表し、 hは波数である。アンテナ素子1 に
対してはx=dsin8sin争，アンテナ素子2に対してはx= -dsin8sin今である。また









∞s(π f./2 ) 














































XPRが-1.8dB より大きい環境下ではアンテナを:MEGはー 2.8dBi (一定)となり、


















































































3 J とミxメPRz/50d?B 11B XPR=6dB 3dB ( 




同 。 -3 




一 -6dB ιコ4回d 。仁〉 、+ー -6 。 -6 斗ー
、令圃・ μ」
ﾁ ¥ -6dB ‘令ー・w 三C 回ωC " -9dB m -9 mV=mH=O. 
三 σv=σH=30. my=mH=O. σy=σH=30. 
-12 
1.2 -12 0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 .0 。 30 60 90 
Antenna Spacing d /). Inclination Angleα (deg) 
図7.3 a=Ooの場合のMEG特性 図7.5 素子間隔が0.3波長の場合の



































Antenna Spacing d / ). 
図7.4 a=900の場合のMEG特性
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申 1 .0 
Q mH= 0 
C σH=10 
(l) .- XPR=6dB u 
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いとき(図7.7(b))、あるいはH偏波の標準偏差OH が小さいとき(図7. 7(c)) に顕著と
なることからも裏づけられる。また、素子間隔が0.2波長-0.3波長の場合および
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た o 実験の概要は第5章と同一である o 測定アンテナは半径1.5mの円周沿いに回
転移動させ、 2本のアンテナを結ぶ方向(図7.1のY軸方向)を回転円の動径方向(法線














場合の測定を行った o 8rが00 と 900の場合の測定結果をそれぞれ図7.9 および図
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角はa=OO と a=900 とした。 0Tが00 と 900の場合の測定結果をそれぞれ図7.11 およ
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(4) アンテナ間隔が0.6波長付近のとき、相関係数はアンテナの傾きが大きし E ほど
増大する。この相関増大は到来波分布が水平面に集中する環境下ほど大きし 30 
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また、 (8 ，や)方向か ら 到来す る波の電界は次式のよ う に表せる 。 が成 り立つO また 8，争各成分の偏波間 の相関も無い ものと仮定すると 、 F。 と Fφ 間
の位相も独立かつ一様に Oから 2π の 聞 に分布するから 、
F(O) = Fe(O)ie+ Fφ(0) iφ (付1.2)
< F JO) F , (0' ) > = 0 。 φ (付 1. 7)
ここにFe ， Fφ はそれぞれQ方向の到来波電界の ie ， iφ 成分の振幅および位相を表 が成り立つ。ここにく〉はアンサンプル平均、*は複素共役、 6 はデル タ 関数を表
す。更に、 V(t) は平均値 0 の複素ガ ウ ス過程により近似され、す。
アンテナにおける受信電圧は次式により表される。
< V (t) > = 0 (付1.8)













品YEIJ (付1.4) Rv (,;) = <V(t)V (l+ ,;)> 
である。また、 c は比例定数、 e-jku.rt はアンテナの移動速度 uにより生ずるドツ
プラーシフト、 hは波数、 r は放射方向の単位ベクトルである。
さて、移動体アンテナが多重伝搬路内をランダムに走行すると仮定し、そのと
きアンテナに入射する到来波電界の振幅および位相が空間的に独立かつランダム
に変化するものと仮定する。このとき、異なる方向Q=(8，争)， Q' =(8' ， φ') からの
到来波に対してFe及び Fφ の位相は独立であるから、
=c/ f f < {Ea(O) 川}{E;(町内)} > 
ﾗ e-J h u-l r-r'l t+J h u-r-E dQ dQ' (付1.9)
となる。式(付1.9) に式(付1.1) ， (付1.2) を代入し、これに式(付- 1.5) ， (付1.6) ， (付1.7)
の条件を適用すると
<Fo(Q)F;(Q')>= く Fo(Q)F;(Q)>6(Q-Q') (付1.5)
R" (,;) =町-+ {En (0) E[I -(0) <F白 (0) F白 .(Q)>I '-e,--, -9 ,--, --9 , --, -e 




G (Q) = G
e 
(Q) + Gφ (Q) = K{ Ee (Q) Ee .(Q) + Eφ(Q)EJ(Q)} 
い)ニ t・ f { C
1
KGe (Q) Pe(Q) + C2 KGφ川(叶 e州 r T.dQ (付1. 17)
(付1.11)
となるが、 cc傘CIK=2Pl , C♂Ccý(= 2P2 と置くことにより











叩) = 2 f {竹山e(Q) +川町φ(Q) } . e引 r T. dQ (付1. 18)
(付1. 12)
また、くFe(Q)F♂(Q)> は ie 偏波の到来波の分布を表しており、次式のように正
規化される。
が得られる。




P rec = f {刊ω) P e仲川町φ(Q) } dQ (付1. 19)
ここに Cl は ie 偏波の到来波分布の最大値、 Pe(Q)は次式を満足する角密度関数であ
る。 式(付1.19) において、 ie 方向のみに偏波をも っ等方性受信アンテナの場合 を考
えると、 Ge(Q)=l ， Gφ(Q)=Oであるから、
(付1. 14)
Prec 二 P 1 f 九 (Q) dQ = P 1 (付1.20)
同様にして、次式を得る。
くF(Q)F.(Q)〉ニ C'J P'+-'(Q) 
φφZφ 
(付1.15)
となる。式(付1.20) は、 Plが多重波伝搬路中において is 方向偏波の等方性アンテナ
で受信される平均電力であること、t!IJ ちら方向偏波の平均到来波電力であること
を示している。同様に、 i 方向のみに偏波をもっ等方性受信アンテナの場合を考φ 
えると、 P2が多重波伝搬路中における iφ 方向偏波の平均到来波電力 であることが
導かれる。
(付1. 16)
よって、式(付1.11) ， (付1. 13) および式(付1.15) を式(付1.10) に代入すると、
-134- -135 -
付録 2 アンテナダイバーシチの相関係数の導出
図2.3 に示す2つのアンテナ n ( n = 1, 2 )の電界指向性は次式のように表せる。
E_(8 ，φ) = E" _(8 ，φ) i白+ ECL _(8 ，φ) i 。 φnφ (付2.1)
ここにEen， Eれはそれぞれ電界指向性の8 ， φ 成分の複素表示である。付録 1 にお
ける式(付1.3) と同様、 2つのアンテナにおける受信電圧(し 3 ずれも複素数)は次式
となる。
円 (t)=C11 E1(Q)me-Jhu rt dQ (付2.2)
九 (t) = C2 f E 2 (Q) 問川 rt. e j切 (付2.3)
但し、 cn(π=1 ， 2) は比例定数、 e-jku・rt はアンテナの移動速度 uにより生ずる
ドップラーシフト、 hは波数、 r は放射方向の単位ベクトル、 x は2つのアンテナ
における到来波の位相差である。さて、到来波そのものに相関が無いと仮定する
と、式(付1.5) ， (付1.6) ， (付1.7)が成り立ち、またV1 (t) ， V2(t) は共に平均値 0 の複素
ガウス過程により近似されるから、付録.1 における式({寸1.8) を満たす。従って、
2つの受信竜圧の相互共分散は式(付2.2) ， (付2.3) に式(付.1.2) ， (イ寸2.1) を代入し、これ







数を Pe とすると、 Pe は I P I 2 に近似的に等しく (30)、また式(付1.8) を用いて、
= 2 K'叶{ XPR 叩) Ee;(Q) 九 (Q) IR.J 2 " .--12 
pezlpr= 一τ-7
O. 0 1 -2 
(付2.7)













ここにK' は比例定数、 XPR は式(2.2) で定義する平均交差偏波電力比である。
Pe(Q) , Pゃ(0.)はそれぞれ8 ， φ 成分の到来波角密度関数であり、式(2.5) を満足する o
また、 x は 2つのアンテナにおける到来波の位相差であり、図2.3 に示すようにダ
イパーシチアンテナ系がYZ面にあって各アンテナを結ぶ方向が鉛直方向より P だ
け傾いているとき、 x= d(sin8 sin令 sinp+ cos8 COSp) で与えられる。
同様にして、第1および第2のアンテナにおける受信電圧の標準偏差 01 および




01= < V 1 (t) V 1 (t) > 












































{ﾐ -( ; -叫 !叶 (φ-iC] (0 壬 Ð :;;玉 Tl ) (付3.1)
lo什 -mH)} トxp[ -~むC] (0 三五 O 三五 π) (付3.2)
-141-
。 。はそれぞY'~H my， mHはそれぞれ垂直，水平各偏波成分分布の平均仰角、ただし、
SはそAは到来波分布の平均方位、れ垂直，水平各偏波成分分布の標準偏差であり、
またAs， Aφは比例定数であり式(2.6) により決定される 。
























S = 100 
S = 300 
S = 600 





























XPR = O.OdB 


















平均仰角がmv =mH =00の場合(a) 
3 3 
5= ∞( Ref.[55] ) 
XPR = 6.0dB 
mv=mH=O。














5= ∞( Ref.[55]) 
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90 60 30 90 60 30 (deg) A Azimuthal Angle 
(deg) Inζlination Angle (deg) Inclination Angle 
平均的l角がmv = m]{ =200の場合、? ?,, ? ?，，.‘、









成分の移動平均電力をそれぞれPV， PH とするとき、 PV+PH は受信アンテナに到
来する平均到来波電力である。この平均到来波電力は、鉛直方向に対し550傾斜し
た半波長ダイポールアンテナのMEG値が到来波特性によらずー3dBi に等しいこ

















測定される供試アンテナの平均受信電力Preeftj と、平均到来波電力 PvチPH との相
対イ直Pre/t)j (PV 十PH) として求められる。
第7章における室内実験では、鉛直方向から 550傾斜した半波長ダイポールアン
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